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１ 

検討の枠組みと進め方検討の枠組みと進め方検討の枠組みと進め方検討の枠組みと進め方                                                                                        

 

（１）（１）（１）（１）    検討の枠組みと進め方検討の枠組みと進め方検討の枠組みと進め方検討の枠組みと進め方    

  ○ 平成２５年度は、空き家・危険家屋に関する大枠としての対策の方向性を検討

し、「弘前市にふさわしい総合的な空き家・危険家屋対策のあり方」を取りまと

める。 

  ○ 条例については、その中で、あり方や役割を検討し、骨子案として取りまとめ

たうえで、平成２６年度中に、パブリックコメントの実施など、条例制定作業を

行う。 

  ○ また、懇談会において意見等をいただいた個々の空き家・危険家屋対策のうち、

早期に実行可能なものは、平成２６年度以降、速やかに実施するとともに、さら

なる検討が必要なものについては、引き続き、専門的な視点で検証を行うなど、

検討を深めていく。 

 

Ｈ２５年度 

弘前市にふさわしい総合的な空き家・危険家屋対策のあり方弘前市にふさわしい総合的な空き家・危険家屋対策のあり方弘前市にふさわしい総合的な空き家・危険家屋対策のあり方弘前市にふさわしい総合的な空き家・危険家屋対策のあり方 

目標・目的目標・目的目標・目的目標・目的        市民生活における安心・安全、市民生活における安心・安全、市民生活における安心・安全、市民生活における安心・安全、都市の活力の維持・向上都市の活力の維持・向上都市の活力の維持・向上都市の活力の維持・向上     

～弘前市が元気であり続けるために～～弘前市が元気であり続けるために～～弘前市が元気であり続けるために～～弘前市が元気であり続けるために～ 

    人口減少が進行し、都市の衰退が唱えられるなか、空き家・危険家屋は今後も 

    増加すると想定され、それに伴い、市民の安全・安心を守る意味から、その方 

策について早急に検討を進める必要がある。空き家・危険家屋対策については 

条例制定により一定の成果が期待されるが、地域での助け合いによる問題解決 

も重要である。また、都市の活力・魅力の低下も懸念されるが、直接起因する 

問題に対応するだけではなく、地域の魅力を高め空き家・危険家屋の発生を抑 

制する、空き家・危険家屋を未活用の地域資源として捉え地域コミュニティの 

活性化に活用するなど、都市の活力の維持・向上を目指して、総合的な空き家 

・危険家屋対策のあり方を検討する。 

 

            個々の施策とそれぞれの方向性を検討個々の施策とそれぞれの方向性を検討個々の施策とそれぞれの方向性を検討個々の施策とそれぞれの方向性を検討 

           地域による取組     管理不全空き家対策 

※空き家・危険家屋条例のあり方・役割は、この中で検討 

（条例制定は平成２６年度中） 

 

 

Ｈ２６年度以降 

  個々の施策について個々の施策について個々の施策について個々の施策について    

        ・早期に実行可能なものは、速やかに実施・早期に実行可能なものは、速やかに実施・早期に実行可能なものは、速やかに実施・早期に実行可能なものは、速やかに実施    

        ・深堀りが必要なものは、引き続き、具体化に向けて検討・深堀りが必要なものは、引き続き、具体化に向けて検討・深堀りが必要なものは、引き続き、具体化に向けて検討・深堀りが必要なものは、引き続き、具体化に向けて検討    

資料資料資料資料２２２２    



（２）（２）（２）（２）

            

屋対策のあり方及び条例骨子案の取りまとめを行う。

 

９月９月９月９月

    

    

１０月１０月１０月１０月

    

    

    

    

１１月１１月１１月１１月

    

    

    

    

１２月１２月１２月１２月

    

    

    

    

    １月１月１月１月

    

    

    

    

    ２月２月２月２月

    

    

    

    

    ３月３月３月３月

    

    

    

Ｈ２６Ｈ２６Ｈ２６Ｈ２６

以降以降以降以降

    

（２）（２）（２）（２）    検討スケジュール検討スケジュール検討スケジュール検討スケジュール

            平成２５年度内に検討懇談会を４回開催し、今年度末に総合的な空き家・危険家

屋対策のあり方及び条例骨子案の取りまとめを行う。

具体的な条例化作業は平成２６年度に行う予定。

９月９月９月９月        

１０月１０月１０月１０月    

    

    

    

１１月１１月１１月１１月    

    

    

    

１２月１２月１２月１２月    

    

    

    

    

    

１月１月１月１月    

    

    

    

２月２月２月２月    

    

    

    

３月３月３月３月    

    

    

    

Ｈ２６Ｈ２６Ｈ２６Ｈ２６年度年度年度年度    

以降以降以降以降    

    

・条例制定・条例制定・条例制定・条例制定

・関連施策の実施・関連施策の実施・関連施策の実施・関連施策の実施

・深度化すべき施策等について具体的に向けた継続検討・深度化すべき施策等について具体的に向けた継続検討・深度化すべき施策等について具体的に向けた継続検討・深度化すべき施策等について具体的に向けた継続検討

検討スケジュール検討スケジュール検討スケジュール検討スケジュール

平成２５年度内に検討懇談会を４回開催し、今年度末に総合的な空き家・危険家

屋対策のあり方及び条例骨子案の取りまとめを行う。

具体的な条例化作業は平成２６年度に行う予定。

・条例制定・条例制定・条例制定・条例制定    

・関連施策の実施・関連施策の実施・関連施策の実施・関連施策の実施

・深度化すべき施策等について具体的に向けた継続検討・深度化すべき施策等について具体的に向けた継続検討・深度化すべき施策等について具体的に向けた継続検討・深度化すべき施策等について具体的に向けた継続検討

第１回懇談会第１回懇談会第１回懇談会第１回懇談会

【議題等】

第２第２第２第２回懇談会回懇談会回懇談会回懇談会

【議題等】

第３第３第３第３回懇談会回懇談会回懇談会回懇談会

【議題等】

第４第４第４第４回懇談会回懇談会回懇談会回懇談会

【議題等】

弘前市にふさわしい総合的な空き家・危険家屋対策のあり方の取りまとめ弘前市にふさわしい総合的な空き家・危険家屋対策のあり方の取りまとめ弘前市にふさわしい総合的な空き家・危険家屋対策のあり方の取りまとめ弘前市にふさわしい総合的な空き家・危険家屋対策のあり方の取りまとめ

検討スケジュール検討スケジュール検討スケジュール検討スケジュール    

平成２５年度内に検討懇談会を４回開催し、今年度末に総合的な空き家・危険家

屋対策のあり方及び条例骨子案の取りまとめを行う。

具体的な条例化作業は平成２６年度に行う予定。

・関連施策の実施・関連施策の実施・関連施策の実施・関連施策の実施    

・深度化すべき施策等について具体的に向けた継続検討・深度化すべき施策等について具体的に向けた継続検討・深度化すべき施策等について具体的に向けた継続検討・深度化すべき施策等について具体的に向けた継続検討

第１回懇談会第１回懇談会第１回懇談会第１回懇談会（１０月２３

【議題等】・検討の枠組みと進め方

・空き家・危険家屋の要因・背景

・検討の視点・

回懇談会回懇談会回懇談会回懇談会（１１月中

【議題等】・空き家・危険家屋対策の全体像、基本方針、

・条例の役割、理念・目的、規定すべき事項

回懇談会回懇談会回懇談会回懇談会（１２月下旬

【議題等】・空き家・危険家屋対策の各施策の内容・方向性

・条例の主要事項

回懇談会回懇談会回懇談会回懇談会（２月初旬

【議題等】・総合的な空き家・危険家屋対策のあり方の

・条例骨子案の取りまとめ

・今後の検討課題、実行体制のあり方

弘前市にふさわしい総合的な空き家・危険家屋対策のあり方の取りまとめ弘前市にふさわしい総合的な空き家・危険家屋対策のあり方の取りまとめ弘前市にふさわしい総合的な空き家・危険家屋対策のあり方の取りまとめ弘前市にふさわしい総合的な空き家・危険家屋対策のあり方の取りまとめ

（条例骨子案の取りまとめ）（条例骨子案の取りまとめ）（条例骨子案の取りまとめ）（条例骨子案の取りまとめ）

２ 

平成２５年度内に検討懇談会を４回開催し、今年度末に総合的な空き家・危険家

屋対策のあり方及び条例骨子案の取りまとめを行う。

具体的な条例化作業は平成２６年度に行う予定。

・深度化すべき施策等について具体的に向けた継続検討・深度化すべき施策等について具体的に向けた継続検討・深度化すべき施策等について具体的に向けた継続検討・深度化すべき施策等について具体的に向けた継続検討

（１０月２３日）

・検討の枠組みと進め方

・空き家・危険家屋の要因・背景

視点・方向性

１１月中旬） 

・空き家・危険家屋対策の全体像、基本方針、

・条例の役割、理念・目的、規定すべき事項

（１２月下旬） 

・空き家・危険家屋対策の各施策の内容・方向性

・条例の主要事項 

月初旬） 

・総合的な空き家・危険家屋対策のあり方の

・条例骨子案の取りまとめ

・今後の検討課題、実行体制のあり方

弘前市にふさわしい総合的な空き家・危険家屋対策のあり方の取りまとめ弘前市にふさわしい総合的な空き家・危険家屋対策のあり方の取りまとめ弘前市にふさわしい総合的な空き家・危険家屋対策のあり方の取りまとめ弘前市にふさわしい総合的な空き家・危険家屋対策のあり方の取りまとめ

（条例骨子案の取りまとめ）（条例骨子案の取りまとめ）（条例骨子案の取りまとめ）（条例骨子案の取りまとめ）

平成２５年度内に検討懇談会を４回開催し、今年度末に総合的な空き家・危険家

屋対策のあり方及び条例骨子案の取りまとめを行う。 

具体的な条例化作業は平成２６年度に行う予定。 

・深度化すべき施策等について具体的に向けた継続検討・深度化すべき施策等について具体的に向けた継続検討・深度化すべき施策等について具体的に向けた継続検討・深度化すべき施策等について具体的に向けた継続検討

日） 

・検討の枠組みと進め方 

・空き家・危険家屋の要因・背景

方向性（案） 

 

・空き家・危険家屋対策の全体像、基本方針、

・条例の役割、理念・目的、規定すべき事項

 

・空き家・危険家屋対策の各施策の内容・方向性

・総合的な空き家・危険家屋対策のあり方の

・条例骨子案の取りまとめ 

・今後の検討課題、実行体制のあり方

弘前市にふさわしい総合的な空き家・危険家屋対策のあり方の取りまとめ弘前市にふさわしい総合的な空き家・危険家屋対策のあり方の取りまとめ弘前市にふさわしい総合的な空き家・危険家屋対策のあり方の取りまとめ弘前市にふさわしい総合的な空き家・危険家屋対策のあり方の取りまとめ

（条例骨子案の取りまとめ）（条例骨子案の取りまとめ）（条例骨子案の取りまとめ）（条例骨子案の取りまとめ）

平成２５年度内に検討懇談会を４回開催し、今年度末に総合的な空き家・危険家

 

・深度化すべき施策等について具体的に向けた継続検討・深度化すべき施策等について具体的に向けた継続検討・深度化すべき施策等について具体的に向けた継続検討・深度化すべき施策等について具体的に向けた継続検討    

・空き家・危険家屋の要因・背景 

・空き家・危険家屋対策の全体像、基本方針、

・条例の役割、理念・目的、規定すべき事項 

・空き家・危険家屋対策の各施策の内容・方向性

・総合的な空き家・危険家屋対策のあり方の取りまとめ

・今後の検討課題、実行体制のあり方 

弘前市にふさわしい総合的な空き家・危険家屋対策のあり方の取りまとめ弘前市にふさわしい総合的な空き家・危険家屋対策のあり方の取りまとめ弘前市にふさわしい総合的な空き家・危険家屋対策のあり方の取りまとめ弘前市にふさわしい総合的な空き家・危険家屋対策のあり方の取りまとめ

（条例骨子案の取りまとめ）（条例骨子案の取りまとめ）（条例骨子案の取りまとめ）（条例骨子案の取りまとめ）    

平成２５年度内に検討懇談会を４回開催し、今年度末に総合的な空き家・危険家

・空き家・危険家屋対策の全体像、基本方針、施策の在り方

 

・空き家・危険家屋対策の各施策の内容・方向性 

取りまとめ 

弘前市にふさわしい総合的な空き家・危険家屋対策のあり方の取りまとめ弘前市にふさわしい総合的な空き家・危険家屋対策のあり方の取りまとめ弘前市にふさわしい総合的な空き家・危険家屋対策のあり方の取りまとめ弘前市にふさわしい総合的な空き家・危険家屋対策のあり方の取りまとめ

平成２５年度内に検討懇談会を４回開催し、今年度末に総合的な空き家・危険家

施策の在り方 

 

弘前市にふさわしい総合的な空き家・危険家屋対策のあり方の取りまとめ弘前市にふさわしい総合的な空き家・危険家屋対策のあり方の取りまとめ弘前市にふさわしい総合的な空き家・危険家屋対策のあり方の取りまとめ弘前市にふさわしい総合的な空き家・危険家屋対策のあり方の取りまとめ    



資料３
資料３資料３
資料３
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弘前市の空き家・危険家屋の現状
弘前市の空き家・危険家屋の現状弘前市の空き家・危険家屋の現状
弘前市の空き家・危険家屋の現状

１．住宅・土地統計調査による空き家の状況
１．住宅・土地統計調査による空き家の状況１．住宅・土地統計調査による空き家の状況
１．住宅・土地統計調査による空き家の状況

（１）弘前市における空き家の状況
（１）弘前市における空き家の状況（１）弘前市における空き家の状況
（１）弘前市における空き家の状況

　平成２０年度住宅・土地統計調査によると、空き家は、全国で756.8万戸（空き家率は

13.1％）、青森県で8.5万戸（14.6％）となっている。

　本市においては、空き家は1.2万戸、空き家率は16.4％となっており、全国および青森県の空

き家率を上回っている。

表１　住宅数の内訳　（資料：平成２０年住宅・土地統計調査）

全　国

2,000 600青森県

弘前市 50

居住世帯

あり

居住世帯なし

総　数

一時現在者のみ

建築中

57,586,000

580,800

7,567,900 13.1%

84,700 14.6%

12,470 16.4%

空き家
空き家空き家
空き家

住宅数

青　森　県

12.5％

（4.5％）

14.6％

（5.8％）

弘  前  市

9.6％

（ - ％）

表３　空き家の種類別内訳　（資料：平成２０年住宅・土地統計調査）

※空き家　：　別荘等の二次的住宅・賃貸・売却用住宅を含む

※一時現在者　：　昼間のみの使用や交代での寝泊まり等、普段の居住者がない住宅

13.2％

（4.0％）

16.4％

（5.3％）

※（　）で記載した割合の数値は、二次的住宅・賃貸・売却用住宅を除いて集計

※平成１０年以前の調査に関しては、市町村については二次的住宅・賃貸用住宅・売却用住宅の区別がない

（２）空き家率の推移
（２）空き家率の推移（２）空き家率の推移
（２）空き家率の推移

表２　空き家率の推移（資料：各年住宅・土地統計調査）

平成10年 平成15年 平成20年

全　　　国 

11.5％

（3.6％）

12.2％

（3.9％）

13.1％

（4.7％）

10.9％

（5.0％）

（３）種類別にみた空き家の状況
（３）種類別にみた空き家の状況（３）種類別にみた空き家の状況
（３）種類別にみた空き家の状況

75,960

49,598,300

493,500

63,190

7,987,600

87,400

12,770

326,400 93,300

4,010戸

弘　前　市

1.4％ 65.1％ 1.4％ 32.1％

二次的住宅 賃貸用住宅 売却用住宅 その他の住宅

＜用語の定義＞

「二次的住宅」とは、別荘やセカンドハウスになっている住宅

「賃貸用住宅」とは、新築・中古を問わず、賃貸のために空き家になっている住宅

「売却用住宅」とは、新築・中古を問わず、売却のために空き家になっている住宅

「その他の住宅」とは、上記以外の人が住んでいない住宅で、例えば、転勤・入院などのため居住世帯が

　長期にわたって不在の住宅や建て替えなどのために取り壊すことになっている住宅など

170戸 8,120戸 170戸

1



軒 軒 軒 軒

17

学区 学区 地区

17 21

地区

12

地区 地区

城西

所有者不明の危

険状態の空き家

地区 地区

平成２５年　１月３１日回答分

3634 63 38 42 3

備　　考

管理不全の空き

家・危険家屋

相馬

その他

計

地区 地区 地区 地区 地区 地区 学区 学区

千年 藤代

東目屋

船沢

地区 地区

二大

桔梗野

文京三大 和徳 時敏
北

※空き家等に対するアンケート調査は、各町会で把握している空き家等がある場合に回答をしていただくことと

しており、回答なしの７１町会については、調査結果に影響がないものであると考えられる。

※アンケート調査の結果については、市が裏付け調査を実施したものではないため、各地区の空き家・危険家

屋の割合について、的確に表したものではない。

回答

軒数

対象町会数　３３１町会

回答数　　　　２６０町会

（133）

左のうち数

63

地区

28 31

和徳 清水 豊田 堀越

141
44

高杉 裾野 新和 石川 岩木

地区

28

3009 5 356 14 19 13 14 14

26 27

12 6 6 14

9

11 9

下町

地区

朝陽

35 46 24 39 18

危険家屋
11 0

管理不全の空き

家 ・ 危 険 家 屋

20 085 92422

地区

危険家屋

管理不全の空き

家 ・ 危 険 家 屋

12 4 2 10 5

地区 地区 地区

29

地区

8 6

一大
東

危険状態

の空き家

25 19

危険状態

の居住家屋

回収率78％

２．空き家・危険家屋の調査結果
２．空き家・危険家屋の調査結果２．空き家・危険家屋の調査結果
２．空き家・危険家屋の調査結果

　空き家等対策の検討に先立ち、各町会長へ空き家等に対するアンケート調査を行った結果、

空き家・危険家屋が９２４軒、危険な状態にある家屋が、空き家及び居住家屋を含め存在して

いることが報告された。

　また、区域別に見ると、市街化区域及び市街化調整区域の家屋の分布と危険家屋の分布は

比例していることが確認できた。

地区

924 237

0

11

35

5

9

14

14

13

19

14

6

9

11

17

6

8

21

17

5

10

2

4

12

14

6

6

12

0

22

85

19

25

15

39

24

46

35

20

31

28

44

12

36

141

28

27

26

3

42

38

63

34

9

29

0 20 40 60 80 100 120 140 160

その他

相馬地区

岩木地区

石川地区

新和地区

裾野地区

高杉地区

船沢地区

東目屋地区

藤代地区

千年地区

堀越地区

豊田地区

清水地区

和徳地区

東地区

文京地区

桔梗野地区

城西地区

下町地区

北地区

時敏学区

和徳学区

三大地区

二大地区

一大地区

朝陽地区

管理不全の
管理不全の管理不全の
管理不全の空き家・危険家屋軒数

空き家・危険家屋軒数空き家・危険家屋軒数
空き家・危険家屋軒数

管理不全の

空き家・危険家屋

危険家屋
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　調査結果によると、空き家は、老朽化等により腐朽・破損し、現に危険な状態にあるものが多

い。さらに、発生原因では、所有者死亡、所有者転居、所有者施設入所、廃業、不明とあり、この

先も利用される予定がなく、放置状態が続くことになれば、より腐朽・破損した状況が高まると予

想される。

危険家屋の内訳

237 63 300

危険状態の空き家 危険状態の居住家屋 計

区域別危険家屋の分布

180 120 300

市街化区域 市街化調整区域他 計

管理不全の空き家・危険家屋の内訳

624 300 924

管理不全な空き家 危険家屋 計

管理不全の空き家・危険家屋の内訳

平成 25 年 1 月 31 日

朝

陽

一

大

二

大

三

大

和

徳

学

時

敏

学

北

下

町

城

西

桔

梗

野

文

京

東

和

徳

清

水

豊

田

堀

越

千

年

藤

代

東

目

屋

船

沢

高

杉

裾

野

新

和

石

川

岩

木

相

馬

そ

の

他

29 9 34 63 38 42 3 26 27 28

141

36 12 44 28 31 20 35 46 24 39 18 25 19 85 22 0

25 9 32 62 36 42 3 22 26 25

138

34 10 39 27 27 19 35 40 19 35 15 23 19 79 20 0

17 3 28 49 26 38 1 16 22 11

120

28 6 27 17 22 14 21 27 11 25 4 16 14 50 11 0

8 6 4 13 10 4 2 6 4 14 18 6 4 12 10 5 5 14 13 8 10 11 7 5 29 9 0

4 1 4 8 6 1 1 6 2 10 9 4 2 9 4 3 3 8 7 2 8 6 5 3 15 2 0

4 0 2 1 2 0 0 4 1 3 3 2 2 5 1 4 1 0 6 5 4 3 2 0 6 2 0

12 6 6 14 12 4 2 10 5 17 21 8 6 17 11 9 6 14 19 13 14 14 9 5 35 11 0

12 6 6 14 12 4 2 10 5 17 21 8 6 17 11 9 6 14

19 13 14 14 9 5 35 11

計

管理不全の空き家・危

険家屋

924

68%

危険状態の空き家

237 79%

所有者不明

133

空き家

861

管理不全の空き家

624

市街化区域

180 60%

市街化調整区

域他

120 40%

危険状態の居住家屋

63 21%

危険家屋

300 32%

区域別家屋の分布

75,960

市街化区域 市街化調整区域他 計

44,057 31,903
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〈参考１〉 

 

○青森県内２０市町の空き家率（資料：平成２０年住宅・土地統計調査）○青森県内２０市町の空き家率（資料：平成２０年住宅・土地統計調査）○青森県内２０市町の空き家率（資料：平成２０年住宅・土地統計調査）○青森県内２０市町の空き家率（資料：平成２０年住宅・土地統計調査）    

 

             住宅数      空き家     空き家率 

 

弘 前弘 前弘 前弘 前 市市市市                    ７５，９６０７５，９６０７５，９６０７５，９６０                １２，４７０１２，４７０１２，４７０１２，４７０                １６．４％１６．４％１６．４％１６．４％    

青 森 市    １３９，９４０    １９，４４０    １３．９％ 

八 戸 市    １０９，５９０    １９，０００    １７．３％ 

黒 石 市     １３，６３０     １，９００    １３．９％ 

五所川原市     ２５，７６０     ３，９９０    １５．５％ 

十 和 田 市     ２８，３６０     ３，９００    １３．８％ 

三 沢 市     １７，６５０     ４，１６０    ２３．６％ 

む つ 市     ２８，３２０     ４，３００    １５．２％ 

つ が る 市     １２，４９０       ９３０     ７．４％ 

平 川 市     １１，０５０     １，３７０    １２．４％ 

 

藤 崎 町      ４，９００       ３４０     ６．９％ 

板 柳 町      ５，４８０       ２５０     ４．６％ 

鶴 田 町      ４，７９０       ２３０     ４．８％ 

野 辺 地 町      ６，５１０     １，３５０    ２０．７％ 

七 戸 町      ６，８５０       ６９０    １０．１％ 

東 北 町      ６，３６０       ５７０     ９．０％ 

おいらせ町      ９，１４０     １，０２０    １１．２％ 

五 戸 町      ６，７７０       ６１０     ９．０％ 

南 部 町      ７，３７０       ７８０    １０．６％ 

階 上 町      ６，５００     １，４３０    ２２．０％ 



〈参考２〉

空き家危険家屋の管理に関するアンケート調査票（概要）

あなたの町会の空き家についてお伺いします。

①放置されているような空き家は何軒ありますか。

②そのうち、危険な状態になっている空き家は何軒ありますか。

軒

軒

あなたの町会で居住者がいるものの問題となっている家屋についてお伺いします。

軒

　　　以上でアンケートは終了です。ご協力ありがとうございました。

※

危険な状態の家屋とは

　居住者がいるものの適正に管理が行われず、危険な状態になっている家屋は何軒

ありますか。

老朽化若しくは自然災害により倒壊するおそれがある状態若しくは建築

材等の飛散による危険な状態又は不特定者の侵入による火災若しくは

犯罪が誘発されるおそれがある状態等の家屋。

問１

軒

問２

③その危険な状態になっている空き家のうち、町会で所有者等を把握していない空

　き家は何軒ありますか。
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危険家屋分布図
危険家屋分布図危険家屋分布図
危険家屋分布図

裾野地区
裾野地区裾野地区
裾野地区

新和地区
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新和地区
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杉
杉杉
杉

地
地地
地
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区区
区

藤代地区
藤代地区藤代地区
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船沢地区
船沢地区船沢地区
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岩木地区
岩木地区岩木地区
岩木地区

東目屋地区
東目屋地区東目屋地区
東目屋地区

相馬地区
相馬地区相馬地区
相馬地区
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北

地
地地
地

区
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区

和
和和
和

徳
徳徳
徳

地
地地
地

区
区区
区

東地区
東地区東地区
東地区

豊田地区
豊田地区豊田地区
豊田地区

堀越地区
堀越地区堀越地区
堀越地区

石川地区
石川地区石川地区
石川地区

千年地区
千年地区千年地区
千年地区

時
時時
時

敏
敏敏
敏

学
学学
学

区
区区
区

和
和和
和
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徳徳
徳

学
学学
学

区
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区

下町地区
下町地区下町地区
下町地区

城西地区
城西地区城西地区
城西地区

朝陽地区
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桔
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桔

梗
梗梗
梗
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野

地
地地
地

区
区区
区

清
清清
清

水
水水
水

地
地地
地

区
区区
区

文京地区
文京地区文京地区
文京地区

一
一一
一

大
大大
大

地
地地
地

区
区区
区

二
二二
二

大
大大
大

地
地地
地

区
区区
区

三
三三
三

大
大大
大

地
地地
地

区
区区
区
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特　　徴

行政代執行まで規定し、助成制度も設けて解体を促すことで解決する。

○ ○

○ ○ ○

資料４
資料４資料４
資料４

○ ○ ○ ○

先進自治体の空き家対策条例
先進自治体の空き家対策条例先進自治体の空き家対策条例
先進自治体の空き家対策条例

各自治体の中心的なモデ

ルとなる条例

助成
備　　考

○

所沢市条例を参考に、助

成金は足立区条例を参考

とした条例

　　次の、基本となる４自治体の条例を参考とし、本市に見合った条例の手続きの流れと共に、盛

り込む条項について検討する。

○

１　空き家対策条例の概要
１　空き家対策条例の概要１　空き家対策条例の概要
１　空き家対策条例の概要

所沢市 ○

代執行

助言

指導

勧告 命令 公表

大仙市

緊急

安全

措置

２　空き家対策条例の特徴
２　空き家対策条例の特徴２　空き家対策条例の特徴
２　空き家対策条例の特徴

所沢市

足立区 ○ ○

公表までの範囲で話し合いで解決。

行政指導の範囲で交渉し、緊急安全措置・助成制度を設けて解体を促す。

建築基準法の法律実施条

例

○

行政指導範囲で交渉し、早

期な問題解決とする条例

○ ○市川市

○

行政代執行まで規定し、緊急安全措置を設け対応。

足立区

市川市

○ ○

大仙市

1



市長は、この条例の施行に必要な限度において、職員に必要な

場所に立ち入らせ、必要な調査をさせることができる。

所有者は、空き家等が危険な状態にならないように自らの責任に

おいて管理しなければならない。

市長は、実態調査により、空き家等が管理不全な状態になるおそ

れがあると認めるときは、又は管理不全な状態であると認めるとき

は、所有者に対し、必要な措置について、助言し、又は指導を行う

ことができる。

市は、自治会その他関係機関と連携し、空き家等の適正な管理に

関する市民等の意識の啓発を行うものとする。

市長は、助言又は指導を行ったにもかかわらず、なお空き家等が

管理不全な状態にあるときは、所有者に対し、必要な措置を講ず

るよう勧告することができる。

13

命　　令

公表及び標識の設置

代執行

助　　成

関係機関との連携

市長は、所有者が勧告に応じないときは、又は空き家等が著しく

管理不全な状態であると認めるときは、所有者に対し、履行期限

を定めて必要な措置を講ずるよう命ずることができる。

2

4

5

6

7

8

助言又は指導

勧　　告

３　空き家対策条例の主な規定内容
３　空き家対策条例の主な規定内容３　空き家対策条例の主な規定内容
３　空き家対策条例の主な規定内容

1

12 緊急安全措置

市長は、空き家等が危険な状態が切迫している場合で所有者が

自ら危険な状態の解消をすることができないときは、危険な状態

を回避するために必要な最低限度の措置をとることができる。

3 情報提供

市民等は、空き家等が危険な状態であると認めるときは、当該空

き家等に関する情報を提供することができる。

市長は、所有者等が勧告に係る措置をとらなかったときは、当該

所有者等に意見を述べる機会を与えたうえで次に掲げた事項を

公表するとともに、当該事項を記載した標識を当該空き家の敷地

に設置することができる。

市長は、命令を受けた者が当該命令に係る措置を履行しないと

き、履行しても十分でないとき、又は履行しても当該命令係る期限

までに完了する見込みがないときは、行政代執行法の定めるとこ

ろにより代執行を行うことができる。

9

10

11

条　　項

所有者の責務

市の責務

実態調査

立入調査

内　　　　容

情報提供があったとき、又は適正管理が行われていないと認める

ときは、当該空き家等の実態調査を行うことができる。

市長は、助言若しくは指導又は勧告に従って措置を講ずる者に対

し、別に定めるところにより助成することができる。

市長は、空き家等の適正管理に関し必要があると認めるときは、

市の区域を管轄する警察その他の関係機関に必要な措置を要請

することができる。

2



定義

空き家等の適正管理

施　行

年月日

平成24年1月1日 平成22年10月1日 平成23年11月1日 平成25年1月1日

第２条

目的

第１５条

第１６条

工作物等に対する規制

立入検査

第１３条

第１４条

命令の基準

第１条

所沢市大仙市

目的

第１１条

足立区

目的

定義

所有者等の責務

調査

指導勧告

助成

緊急安全措置

足立区老朽家屋等

審議会

審議会の組織

会長の選任及び権限

審議会の運営

定義

民事による解決

との関係

所有者等の責務 情報提供

実態調査

第４条

第３条

４　空き家対策条例の規定条項
４　空き家対策条例の規定条項４　空き家対策条例の規定条項
４　空き家対策条例の規定条項

第５条

第１２条

第８条

第９条

第１０条

第６条

第７条

市川市

目的

定義

市の責務

所有者等の責務

情報提供

第１９条

第１７条

第１８条

緊急安全代行措置

及び命令代行措置

警察その他の関係機関

との連携

委任

実態調査

適用範囲

助言又は指導

勧告

公表及び標識の設置

命令

代執行

緊急の命令

公表

命令

代執行

関係機関との連携

委任

守秘義務

関係機関との連携

委任

助言、指導及び勧告

命令

公表

警察その他の関係

機関との連携

その他

情報提供

実態調査

立入調査

助言又は指導

勧告

助成

3



(１）　大仙市による条例
(１）　大仙市による条例(１）　大仙市による条例
(１）　大仙市による条例

公　　表 所有者同意

命　　令 助　　成

行政代執行

１）　特徴

　　行政代執行を規定として盛り込まず、指導、命令をしても適正管理を行わない所有者に対して

は、市の掲示板やホームページで公表している。

２）　規定内容

　　空き家等の適正管理、情報提供、実態調査、助言・指導及び勧告、命令、公表

弁明機会

検討審議

公　　表

（２）　所沢市による条例
（２）　所沢市による条例（２）　所沢市による条例
（２）　所沢市による条例

手続きフロー図

適正管理義務

情報提供

調　　査

助言・指導・勧告

命　　令

１）　特徴

　　助言、指導、勧告、命令、代執行まで条例で規定し、その上で助成制度も盛り込み、解体を促

すことを目的としている。

２）　規定内容

　　所有者等の責務、情報提供、実態調査、立入調査、助言又は指導、勧告、助成、公表、命令、

代執行

手続きフロー図

５　空き家対策条例の特徴及び手続きフロー
５　空き家対策条例の特徴及び手続きフロー５　空き家対策条例の特徴及び手続きフロー
５　空き家対策条例の特徴及び手続きフロー

適正管理義務

情報提供

調　　査

助言・指導・勧告

4



（３）　足立区による条例
（３）　足立区による条例（３）　足立区による条例
（３）　足立区による条例

１）　特徴

　　所有者の同意を得ることが基本であり、条例には強制力を持たせておらず、行政指導（勧告ま

で）の範囲で留め、助成制度を活用し、話し合いで解決している。

 　命令・公表等の行政処分（不利益処分）になると手続きに時間を要し、危険を認識しながらも、

早急な対応ができないため行政指導までとしている。

 　危険な度合いが高く早急に対応する必要のある物件のため、行政が所有者の同意をとり、所

有者に費用負担をしてもらうことで、早期に問題解決してもらうよう交渉している。

   公金の支出については、建築物の危険度を老朽家屋等審議会に諮り、その結果、助成の可否

を判断している。

２）　規定内容

 　　所有者の責務、調査、指導勧告、助成、緊急安全措置、審議会

手続きフロー図

適正管理義務

調　　査

指　　導

老朽家屋等審議会

勧　　告

所有者の同意

助　　成 緊急安全措置

１）　特徴

　 管理不全の空き家の所有者に行政指導及び命令を発して対応する条例であり、行政代執行ま

で規定している。

 　建築基準法の自治的法解釈に基づく法律リンク型の法律実施条例である。

　 建築基準法第１０条第３項に基づき命令する場合の基準は条例本則で規定し、代執行の根拠

も同様に建築基準法第１０条第４項の準用規定による。

 　解体助成金制度は設けていない。

２）　規定内容

　　市の責務、所有者等の責務、情報提供、実態調査、助言又は指導、勧告、命令、緊急命令、

命令の準備、代執行、立入調査、緊急安全代行措置及び命令代行措置

費用請求

（４）　市川市による条例
（４）　市川市による条例（４）　市川市による条例
（４）　市川市による条例

諮問

意見

危険度判定

緊急対応の必要性判断

危険切迫の場合
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手続きフロー図

適正管理義務

情報提供

実態調査

助言・指導・勧告 助言・指導・勧告

公表・標識設置 所有者同意 公表・標識設置

【参考】建築基準法より抜粋

（保安上危険な建築物等に対する措置）

第１０条　第１項及び第２項略

３　前項の規定による場合のほか、特定行政庁は建築物の敷地、構造又は建築設備（いずれも第３

条第２項の規定により第２章の規定又はこれに基づく命令若しくは条例の規定の適用を受けないも

のに限る。）が著しく保安上危険であり、又は著しく衛生上有害であると場合においては、当該建築

物又はその敷地の所有者、管理者又は占有者に対して、相当の猶予期間を付けて、当該建築物の

除去、移転、改築、増築、修繕、模様替、使用禁止、使用制限その他保安上又は衛生上必要な措

置をとることを命ずることができる。

４　第９条第２項から第９項まで及び第１１項から第１５項までの規定は、前２項の場合に準用する。

建築審査会へ諮問 緊急安全代行措置

命　　令 所有者同意

行政代執行 命令代行措置 費用請求

建築基準法に基づく規制 条例に基づく規制（工作物等）

緊

急

切

迫

の

場

合
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６　空き家に関する補助事業等
６　空き家に関する補助事業等６　空き家に関する補助事業等
６　空き家に関する補助事業等

事業名 補助率

補助の

上限額

備　考

北海道 陸別町 陸別町景観形成事業 －

３５万／５

０万

・上限額以内で補助

・解体撤去後新築住宅が

　ある場合上限５０万円

北海道 函館市 老朽空き家解体費支援制度 １／２ ３０万
・２ヵ年事業

秋田県 大仙市 空き家等対策費 １／２ ５０万

・前年度所得460万円以下

・資産1,000万円以下

東京都

荒川区

荒川区老朽空家住宅除却助成

金

２／３ １００万

・大地震により倒壊等の

　恐れのある建物

足立区

足立区老朽家屋等解体工事助

成

１／２ ５０万

・非木造の上限は１００万

　円

兵庫県 姫路市

姫路市老朽危険空き家対策補

助金

１／３ ５０万

・H27年度までの事業

・解体後は補助対象団体

　が維持管理を行う

島根県 松江市

中古木造住宅取得等支援事業

補助金交付制度

（建て替え時の解体費用支

援）

２／３

（UIJﾀｰﾝ者

は70%）

７０万

（UIJﾀｰﾝ者

は80万）

・筑後20年を経過した中古

　木造住宅を対象

・取得してから１年以内に

　行う工事を対象

・中心市街地は80%・100万

 （UIJﾀｰﾝ者は85%・100%）

・概ね10年以上放置された

　住宅で、構造の腐朽、不

　良度及び耐震性等から

　対象を決定

長崎県

長崎市 老朽危険空き家除却費補助金 １／２ ５０万
・平成25年度までの事業

佐世保市

佐世保市老朽危険空き家

除却費補助金

１／２ ６０万
・平成25年度までの事業

平戸市

平戸市老朽危険空き家除却費

補助

１／２ ５０万

徳島県 海陽町

海陽町老朽住宅解体費支援事

業

２／３ ９０万

熊本県 八代市

八代市老朽危険空き家等

除却促進事業補助制度

２／３ ６０万

・老朽危険空き家等に該

　当する住宅等が対象

福岡県

久留米市

久留米市老朽危険家屋等

除却促進事業補助金

１／２ ７５万

・老朽危険度判定を実施

　し、基準を満たした建物

　が対象

大牟田市

大牟田市老朽危険家屋等

除却促進事業補助金

１／２ ４５万

・老朽危険度判定を実施

　し、基準を満たした建物

　が対象

１）　先進地の助成事例

　　老朽危険空き家等について、所有者等に対して個別に除却や改修に係る費用を補助している

自治体がある。
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大仙市 足立区

4

自費 2

平成２４年１０月現在

支出 軒数 割合

解体

代執行 1

補助金 9

平成２４年１１月現在

自費 11

解体中

補助金 3

自費 0

45%

計 31 100%

解体予定

補助金

　①　平均的な解体工事費

　平均解体面積　　　　　　１２０㎡～１５０㎡

　単位解体費　　　　　　　１０，０００円／㎡

　平均解体費　　　　  １２０万円～１５０万円

1 3%

補助金 16 52%

自費

５）　解体費に対する助成制度の課題

　先進自治体の事例では、助成制度を含めた交渉により、所有者自らの解体に対する対応が早

まることが伺えるが、助成制度の課題としては、次のことが考えられる。

課題

①勧告に応じて解体のみ助成対象とするとしても、自己資金で解体する場合とで公平性が保てな

い。

②公金を支出することへの公益性と客観性の判断として、建築物の危険度を第三者機関（老朽

家屋審査会等）に諮ることなどが考えられるが、いずれにしても客観的な補助規準について、市

民の理解を得るのは困難と思われる。

③空き家問題は､本来その所有者が、自らの責任において適正に管理すべきものであるが、助

成制度を設けることにより、老朽化が進めば行政が手当てをしてくれるという考えを所有者が抱

き、管理責任の放棄を助長する等の問題がある。

④危険性排除という公益性は認められるものの、危険物が排除され、土地の資産価値を高める

ことのみに公費を投入することについて、市民の理解が得られない。

支出 軒数 割合

対応数

補助金 14 54%

自費 12 46%

計 26 100%

14

　②　平均的な補助率及び上限額

　解体工事費の１／２、上限を５０万円

改修 自費 1

２）危険な空き家への補助金対応実績

３）補助金制度導入による効果

　両自治体共、補助金制度を含めた交渉により、所有者の危険な空き家等の除却に対して

半数が制度を利用し、早期に自ら除却しているのが伺える。

４）平均的な補助率及び上限額

対応総数

代執行

8



○県内自治体の条例（８市町）
○県内自治体の条例（８市町）○県内自治体の条例（８市町）
○県内自治体の条例（８市町）

〈参考〉
〈参考〉〈参考〉
〈参考〉

1 2 3 4 5 6 7 8

青森市 八戸市 五所川原市 つがる市 むつ市 大間町 田子町 藤崎町

第１条

目的 目的 目的 目的 目的 目的 目的 目的

第２条

定義 定義 定義 定義 定義 定義 定義 定義

第３条

所有者等の責務 所有者等の責務

民事による解決との関

係

民事による解決との関

係

空き家等の適正な管理 所有者等の責務

民事による解決との関

係

町の責務

第４条

情報提供 実態調査 所有者等の責務 所有者等の責務 情報の提供 情報提供 所有者等の責務

所有者等の適正管理義

務等

第５条

実態調査 緊急安全措置 情報提供 情報提供 空き家等の調査 実態調査 情報提供

当事者による解決との

関係

第６条

緊急安全措置 助言又は指導 実態調査 実態調査 助言又は指導 立入調査 実態調査

管理不全な状態である

空き家等の情報提供

第７条

指導 勧告 立入調査 立入調査 勧告 助言又は指導 助言又は指導 空き家等の調査等

第８条

勧告 命令 助言又は指導 緊急安全措置 命令 勧告 勧告 助言、指導及び勧告

第９条

命令 公表 勧告 助言又は指導 公表 公表 公表 措置命令

第１０条

公表 代執行 助成 勧告 関係機関との連携 命令 命令 公表

第１１条

代執行 関係機関への要請 公表 命令 委任 代執行 立入調査 代執行

第１２条

関係機関との連携 委任 命令 公表 関係機関との連携 代執行 緊急安全措置

第１３条

委任 代執行 代執行 委任 関係機関との連携 審議会の設置

第１４条

関係機関との連携 関係機関との連携 資料の提供等 審議会の委員

第１５条

委任 委任 委任 審議会の会長

第１６条

審議会の会議

第１７条

審議会の庶務

第１８条

警察その他の関係機関

への要請及び連携

第１９条

助成

第２０条

委任

施　行

年月日

平成25年4月1日 平成25年10月1日 平成25年1月1日 平成25年6月18日 平成25年2月1日 平成25年4月1日 平成25年7月1日 平成25年10月1日

※県内自治体の条例施行状況は、平成２５年１０月１日現在、１０市町が施行している。

※上記の市町以外では、中泊町（平成２５年１月１日施行）、及び深浦町（平成２５年４月１日）が条例を施行をしているが、ホームページに掲載されて

平成２５年１０月１日現在

9
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１ 

空き家・危険家屋の要因・背景空き家・危険家屋の要因・背景空き家・危険家屋の要因・背景空き家・危険家屋の要因・背景                                                                 

 空き家・危険家屋が発生・長期化する要因・背景は、これまでの相談内容や一般的に

指摘されていることから、以下のものが考えられる。 

 

【所有者側】【所有者側】【所有者側】【所有者側】    

    ○所有者が特定できない。○所有者が特定できない。○所有者が特定できない。○所有者が特定できない。    

連絡先が分からない、所有者が死亡・行方不明、権利関係が複雑で 

相続者が多い など 

                ○管理者としての意識が低い。○管理者としての意識が低い。○管理者としての意識が低い。○管理者としての意識が低い。    

相続などにより、所有者や管理者としての意識がない 

高齢で判断ができない など 

    ○○○○活用や除却の意向がない。活用や除却の意向がない。活用や除却の意向がない。活用や除却の意向がない。    

特に困っていない、面倒くさい、物置にしている、愛着がある、 

将来のため・子どものために置いてある など 

                ○他人に貸すことへの抵抗○他人に貸すことへの抵抗○他人に貸すことへの抵抗○他人に貸すことへの抵抗    

貸したら返ってこないのではないかという不安 など 

                ○情報・知識不足○情報・知識不足○情報・知識不足○情報・知識不足    

活用の仕方が分からない、相談先が分からない など 

            ○改修・除去費用を負担する余裕がない、できない。○改修・除去費用を負担する余裕がない、できない。○改修・除去費用を負担する余裕がない、できない。○改修・除去費用を負担する余裕がない、できない。    

高齢で費用がない、老朽化により改修費用が掛かる など 

 

【地域側】【地域側】【地域側】【地域側】    

            ○関心がない。○関心がない。○関心がない。○関心がない。    

        自分は所有していない、隣が空き家でない、関係がない など 

                ○所有者に働きかけるのが難しい。○所有者に働きかけるのが難しい。○所有者に働きかけるのが難しい。○所有者に働きかけるのが難しい。    

近所づきあいから問題にしにくい など 

                ○情報・知識不足○情報・知識不足○情報・知識不足○情報・知識不足    

     地域としてどのように対応して良いかわからない など 

 

【市場面】【市場面】【市場面】【市場面】    

                ○受給マッチングのズレ○受給マッチングのズレ○受給マッチングのズレ○受給マッチングのズレ    

       価格の妥当性、建築規模・間取り・立地環境 など 

                ○既存住宅市場が未成熟○既存住宅市場が未成熟○既存住宅市場が未成熟○既存住宅市場が未成熟    

       性能の見えにくさ、情報不足、フロー重視の優遇制度 など 

 

【法制度面】【法制度面】【法制度面】【法制度面】    

                ○建築基準法上、再建築が困難○建築基準法上、再建築が困難○建築基準法上、再建築が困難○建築基準法上、再建築が困難    

       接道要件、敷地規模、遡及適用などの制約により、再建築、増築、 

       大規模修繕等が困難 

                ○固定資産税の住宅用地特例により除却が進まない。○固定資産税の住宅用地特例により除却が進まない。○固定資産税の住宅用地特例により除却が進まない。○固定資産税の住宅用地特例により除却が進まない。    

       空き家を除却し、空地にすると、固定資産税が上がるため、除却する 

       ことに抵抗がある。 

                ○個人情報保護○個人情報保護○個人情報保護○個人情報保護    

       所有者を特定する際に税関係の情報を活用できない など 

 

  
【社会的背景】【社会的背景】【社会的背景】【社会的背景】    

人口減少、所有者の高齢化 など 
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２ 

１．建築基準法上の規制について１．建築基準法上の規制について１．建築基準法上の規制について１．建築基準法上の規制について    

    （１）（１）（１）（１）    道路に関する規定道路に関する規定道路に関する規定道路に関する規定 

  ・建築基準法では、道路の幅員は原則として４ｍ以上とされている。幅員が４ｍ未

満の場合、以下のような規制や条件がある。（弘前市の場合） 

 ○幅員が１．８ｍ以上の道路（２項道路） 

   建築は可能だが、敷地を道路から後退させる必要がある。 

 ○幅員が１．８ｍ以上の２項道路に該当しない道 

   道に接する敷地の一定部分について空地を確保することを条件に、法第４３条た

だし書きの許可（建築審査会の同意が必要）をうけることで、原則同種用途の建

替えが可能 

 ○幅員が１．８ｍ未満の道 

   原則、建替えや増築、大規模修繕等はできない。 

 

    （２）（２）（２）（２）    遡及適用に関する規定遡及適用に関する規定遡及適用に関する規定遡及適用に関する規定    

・建築基準法の施行以前または改正前に建てられた建築物に、増築や大規模修繕等

を行おうとする場合、幾つかの規定を除き、現行法の規定に適合させなければな

らないと規定されており、この遡及適用規定が空き家等の増改築が進まない一因

と指摘されている。 

２．固定資産税の住宅用地の特例２．固定資産税の住宅用地の特例２．固定資産税の住宅用地の特例２．固定資産税の住宅用地の特例 

  ・住宅やアパート等の敷地として利用されている住宅用地については、特例措置が

あり、税金が軽減される。 

・特例率については、税負担を特に軽減する必要から、面積によって小規模住宅用

地と一般住宅用地に分けて特例措置が適用される。 

表表表表    固定資産税の住宅用地の特例率固定資産税の住宅用地の特例率固定資産税の住宅用地の特例率固定資産税の住宅用地の特例率    

住宅用地住宅用地住宅用地住宅用地    

の区分の区分の区分の区分    
住宅用地区分の範囲住宅用地区分の範囲住宅用地区分の範囲住宅用地区分の範囲    

特定率特定率特定率特定率    

固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税    都市計画税都市計画税都市計画税都市計画税    

小規模 

住宅用地 

面積が 200 ㎡以下の住宅用地（200 ㎡を超

える場合は１戸当たり 200 ㎡までの分 
１／６ １／３ 

一般 

住宅用地 
小規模住宅用地以外の住宅用地 １／３ ２／３ 

※アパート・マンション等の場合は、戸数×200 ㎡以下の部分が小規模住宅用地となる。 

※併用住宅の場合は、建物の構造、階数、住宅としての利用部分の割合により、住宅用地となる面積が異なる。 

３．３．３．３．固定資産課税固定資産課税固定資産課税固定資産課税台帳台帳台帳台帳に記載されている情報の取扱いについてに記載されている情報の取扱いについてに記載されている情報の取扱いについてに記載されている情報の取扱いについて 

  ・地方税法第２２条では、税の事務に関して知りえた「秘密」を漏らしてはならないと規定さ

れている。 

  ・固定資産課税台帳に記載されている事項は、上記の「秘密」に該当するため、原則とし

て、公用であっても税務所管課外に提供することはできないとされている。 



    

１ 

検討の視点・方向性（案）検討の視点・方向性（案）検討の視点・方向性（案）検討の視点・方向性（案）                                                                                    

 

空き家が発生する要因は、ひとつに特定できるものではなく、住まいの各段階にわたっ

ていると考えられるため、各段階を流れのなかで捉え、それぞれの段階に応じた効果的な

対策を検討する。 

 

 

 

 

 

 

  居居居居        住住住住                空き家化空き家化空き家化空き家化                管理不全管理不全管理不全管理不全            解体・滅失解体・滅失解体・滅失解体・滅失            土地利用土地利用土地利用土地利用    

    

    

    

    

    

    

    

    １）１）１）１）    空き家の活用促進空き家の活用促進空き家の活用促進空き家の活用促進    

    空き家の長期化を防ぐため、いかに空き家を活用するかという方向で検討 

    を行う。 

    特に、利用予定のない空き家が発生してしまう現状を踏まえ、市民に空き家 

    を利活用することが選択される大きな流れを作るよう、諸制度を検討する。 

 

 

    ２）２）２）２）    老朽危険化の未然防止老朽危険化の未然防止老朽危険化の未然防止老朽危険化の未然防止    

    放置されることにより老朽危険化が進行しないよう、地域の力も得ながら、 

    未然防止対策を実施する方向で検討する。 

 

 

    ３）３）３）３）    危険状態の速やかな解消危険状態の速やかな解消危険状態の速やかな解消危険状態の速やかな解消    

    周囲に危害を及ぼすような危険空き家に対しては、除去等の改善措置が速 

    やかに講じられるような仕組みを整備する。 

 

 

    ４）４）４）４）    良質な土地利用の促進良質な土地利用の促進良質な土地利用の促進良質な土地利用の促進    

    除去後の跡地が、長期に空き地化しないよう、良質な土地利用を促すような 

    仕組みを検討する。 

それぞれの段階に応じた対策それぞれの段階に応じた対策それぞれの段階に応じた対策それぞれの段階に応じた対策    
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